
《　開　発　協　議　等　手　続　き　手　順　》
＊

　　＜市に対しての手続き＞
　　＜市の対応＞ は、事業者の行為
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各法令手続きについては、開発基準協議申請の段階から手続きを行うこともでき
ますが、手続きによっては、開発協定締結後に行う方が後戻り無くスムーズに手
続きが進む場合があります。
なお、一部手続きについては、開発協定締結以後にお願いするものもあります。
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①都市計画法の開発許可が必要
な開発事業のうち、開発面積が
3,000㎡以上のもの
②農業振興地域内の農用地で行
う開発事業
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①事業面積が１ｈａ以上の開発
事業
②市長が影響が大きいと判断す
る事業
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①事業区域の面積が、1,000㎡
以上の開発行為又は建築
②開発行為を除く、事業区域の
面積が3,000㎡以上の土地の区
画形質の変更行為
③高さが１０ｍを超える建築物
（工作物を除く。）の建築
④11戸以上の集合住宅の建築
⑤一団の宅地開発で位置指定道
路がある場合又は5戸以上の住
宅開発
⑥同一事業者が、３年以内に連
続して事業を行い、それらを合
計すると前記各号に該当する場
合


